
契約事前確認公募について 

 

平成 31 年 4 月 9 日 

国家公務員共済組合連合会   

                          情報システム部長事務取扱 

                                   菊 池 昌 克 

 

 次のとおり、参加意思確認書の提出を招請する公募を実施します。 

 

１． 当該招請の趣旨 
平成 31年 10月より支給が開始される年金生活者支援給付金に係る情報提供のためのシステム開発

作業を実施する。 
本作業では、標記開発作業の対象となる年金業務システムがこれまで継続的に法律改正対応や機能

改善を図ってきているシステムであることから、当該システムに当初より携わり内容に関して十分な
理解・把握をし、知識経験を有する特定の者を契約の相手方とする契約手続を行う予定としているが、
特定の者以外の者で、下記の応募要件を満たし、本業務の実施を希望する者の有無を確認する目的で、
参加意思確認書の提出を招請する公募を実施するものである。 
公募の結果、４．の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、特定の者との契約

手続に移行する。 
なお、４．の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、特定の者と当該応募者に対

して企画競争による企画提案書の提出を要請する予定である。 
  

２． 業務内容 

（１） 業 務 名  年金生活者支援給付金の支給に係る情報提供のためのシステム開発作業 

（２） 業務内容  年金生活者支援給付金の支給に係る情報提供のためのシステム開発作業 

（詳細については、基本仕様書「年金生活者支援給付金の支給に係る情報提供のた
めのシステム開発作業」（以下「仕様書」という）による。 

（３）履行期間  平成 32 年 3 月 20 日（金）までとする。 

 

３． 業務目的 

本作業の目的はこれら作業を実施することで、現在当会が行っている業務を停滞させることなく継
続させることである。 

 

４． 応募要件 

（１）基本的要件 

応募する者については、募集の趣旨に鑑み、当該業務実施を遂行できる法人であって、下記要
件を満たす者であること。 

①当該契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ていない者に該当しない者で
あること。 

②経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行が
確保される者であること。 

③平成 31・32・33 年度国家公務員共済組合連合会競争資格又は平成 31・32・33 年度全省庁
統一競争参加資格の「役務の提供等」の A 等級に格付けされた者であって、ソフトウェア開
発の営業品目を選択した者であること。 

（ただし、全省庁統一競争参加資格の場合は、「資格審査結果通知書（全省庁統一資格）」（写
し）を参加意思確認書とあわせて提出すること。） 

④当会から指名停止を受けている期間でないこと。 

⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団又は暴力団員でないこ
と。（参加意思確認書とあわせて誓約書（別紙様式③）を提出すること。） 

 

（２）技術力に関する要件 

当会が現在運用している各業務システムを稼働させているホストコンピュータ及びサーバ上
の以下のソフトウェア群について十分な知識を有する者であること。 

 

Ⅰ．ホスト 

  ①ＯＳ：VOS3/US  



  ②ＤＢ：XDM/RD 

③開発言語：COBOL85 

  ④開発環境：XMAP、XSORT、ASPEN 等 

 

Ⅱ．サーバ 

①ＯＳ：Windows Server 2012 standard Edition、Linux  

②ＤＢ：HiRDB、Oracle 等 

③開発言語：COBOL2002、JAVA 

④開発環境：COBOL2002、Cosminexus 等 

 

（３）守秘性に関する要件 

   ①守秘義務の遵守及び違反した場合の適切な懲罰などについて社則などに明記していること。 

   ②個人情報を含む重要情報についてその取扱基準を確立していること。 

   ③業務の実施により、直接または間接に知り得た内容について、第三者へ漏えいしない体制とな
っていること。なお、当該業務完了後においても同様とする。 

   ④一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC が認定するプライバシーマーク制度
（ISO15001 又は JISQ15001）の認定、若しくは ISMS 適合性評価制度（ISO27001 又は
IEC27001）の認定を受けていること。認定を受けていない場合は、それに代わる仕組みが整
えられている事業者であること。 

 

（４）品質管理に関する要件 

情報システムの設計・開発に係る品質管理体制について「 ISO9001:2008」若しくは
「ISO9001:2015」、組織としての能力成熟度について「CMMIレベル 3以上」のうち、いずれかの 
認証を受けていること。 

 

 （５）業務実績に関する要件 

    共済（厚生）年金及び退職等年金給付における法制度を理解し、本システムと同規模と認めら

れるシステムの構築及び運用実績を有すること。 

 

（６）特殊な技術、その他の要件 

共済（厚生）年金及び退職等年金給付における法制度を熟知していること。 

また本作業に必要と思われる作業用端末（ソフトウェアや当会 LAN 接続作業含む）は受託業
者にて用意し実施すること。作業場所も受託業者にて準備し、当会のシステムと接続する際には

当会の了承を得ること。接続に要する回線費用等一切の費用に関しても受託事業者にて負うこと。 

 

５． 仕様書の交付 直接交付なし（インターネットの本件公募ページに添付） 

 

６． 公募説明会 実施しない 

 

７． 公募内容等の条件を満たす旨の意思表示 

この公募内容等の要件を満たしている者で、応募を希望する者は、以下により意思表示を行うこと。 

なお、要件を満たしていない参加意思確認書は受領できないので、必ず提出前に要件を満たしてい
ることについて担当部署に確認を行うこと。 

（１）担当部署 

   〒102-8081 千代田区九段南 1-1-10 九段合同庁舎 3 階 

    国家公務員共済組合連合会 情報システム部システム管理課（野村、朝比奈）  

（２）意思表示期限 平成 31 年 4 月 22 日（月）15 時 00 分まで 

（３）意思表示方法 上記の担当部署に参加意思確認書（別紙様式②）を持参により提出すること。 

 

８． 公募内容等に対する質問受付窓口等 

（１）受付窓口 

上記７（１）担当部署 

E-mail：d-kanrika@kkr.or.jp 

電話：03-3222-1841（代表） 

  

（２）質問受付期間及び方法 

    質問書の提出期限は、平成 31 年 4 月 12 日（金）15 時 00 分とする。 

mailto:d-kanrika@kkr.or.jp


    質問書の様式については、別紙様式①のとおりとし、電子メールにて上記 E-mail 宛送信する
こと。 

 （３）回答日 

質問書に対する回答は、平成 31 年 4 月 15 日（月）で、原則として送付された全ての質問と回
答の内容を全ての質問者に送信する。（ただし、質問者の企業名等は公表しない） 



別紙様式① 

質  問  書 

平成  年  月  日 

 

国家公務員共済組合連合会 

 情報システム部 殿 

 

会 社 名 

担当部署 

氏  名 

電話番号 

E-m a i l 

 

 

業務名  年金生活者支援給付金の支給に係る情報提供のためのシステム開発作業 

 

 

 

Ｎｏ 質問対象 項 目 質問内容 

（例） 仕様書 
仕様書 Ｐ１ 

３．（１）「・・・・」について 
  

1   

 
  

2   
 

  
  

3   

 
  

4   
 

  
  

5   

 
  

 

 

 

 



別紙様式② 

 

 

参 加 意 思 確 認 書 

平成  年  月  日 

 

国家公務員共済組合連合会 

 情報システム部長 菊 池 昌 克  殿 

 

 

提出者  会 社 名 

     担当部署 

     氏  名 

     電話番号 

      

 国家公務員共済組合連合会情報システム部から公示された下記公募について、同公示における公示説

明書及び仕様書の応募要件を満たすものとして、参加意思確認書を提出します。 

 

 

記 

 

業務名  年金生活者支援給付金の支給に係る情報提供のためのシステム開発作業 

 

 添付物として、 

  １．公示４．（１）⑤に指定のある誓約書（別紙様式③） 

  ２．公示４．（３）及び（４）に指定のある登録証等 

  ３．公示４．（５）に指定のあるシステムの構築及び運用実績 

  ４．その他 審査資格結果通知書（全省庁統一資格）の写しを提出する場合等 

 

作成者又は連絡先  担当部署 

     氏  名 

     電話番号 

     E-m a i l 

  



別紙様式③ 

 

誓  約  書 

 

私は、下記の事項について誓約します。 

なお、貴会が必要な場合には、警察当局に照会することについて承諾します。 

また、照会で確認された情報は、今後、私が貴会と行う他の契約における身分確認に利

用することに同意します。 

 

記 

 

１ 自己または自社の役員等が、次のいずれにも該当するものではありません。 

 （１）暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月１５日法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 （２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 （３）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

 （４）暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的

若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

 （５）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 （６）下請負契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上

記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締

結している者 

２ １の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の

団体又は個人ではありません。 

 

平成  年  月  日 

 

国家公務員共済組合連合会 情報システム部長 殿 

 

所 在 地                               

 

社    名                               

 

（ふりがな） 

代表者氏名                            ㊞ 

 

生年月日                               


